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札幌市におけるＰＦＩへの取り組みについて

～第2斎場整備を例として～

　　　　　　札幌市保健福祉局健康衛生部調整担当課長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　湯浅　正和



■ 事業概要
　

　■事業目的
　①　高齢化の急速な進行に伴う火葬需用増加への対応
　②　大規模災害　時の火葬場被災に備えての施設の分散化
　③　西部・北部方面の市民　の利便性向上
　《ＰＦＩ事業の選定理由》
　　○　長期にわたりサービスの必要性が継続すること
　　○　公共サービスの水準等を設定しやすい定例的業務が主であ
　　　ること
　　○　規模が大きく，財政支出の削減効果や平準化効果が期待で
　　　きること　他

■施設概要（平成18年４月１日供用開始予定）

火葬炉29基，焼却炉1基（胞衣等の焼却用）
告別室2室，拾骨室14室，特別控室31室

施設概要

敷地面積：約40,000㎡　延床面積：約11,800㎡施設規模

札幌市手稲区手稲山口３１３番ほか建設場所



■事業内容①
　◆事業期間
　　事業期間は，平成15年2月21日から平成38年3月31日まで。
　　設計・建設３年間，運営期間２０年間の２３年間。

　◆事業方式
　　事業者は，第2斎場を設計，建設し，運営期間中，この施設を所有，
　　維持管理，運営を行い，運営期間終了後，市に対して，施設，備品
　　を無償譲渡するBOT（Build-Operate-Transfer）方式とする。
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■事業内容②
　◆事業範囲
　①　施設整備業務
　　 　設計業務，建設業務，工事監理業務，施設建設に伴う各種申　
　 　請等の業務，備品等整備業務

　②　施設維持管理業務
　 建築物保守管理業務（修繕業務を含む。），建築設備保守管

　理業務，清掃業務（建物内部及び敷地内の清掃業務），植栽・
　外構維持管理業務，警備業務，火葬炉保守管理業務（修繕業務
　を含む。），除雪業務

　 ③　運営業務
　 利用者受付業務，告別業務，炉前業務，拾骨業務，炉室業務，

　特別控室提供業務

　④　公金徴収業務



■ 検討経緯
　　

　　■第２斎場整備運営事業の経緯①
　　　◆ 平成９年度

　　　　○　第２斎場整備運営事業の検討開始（９月）
　　　　　（全庁にわたる関連部局連絡調整会議の立ち上げ）
　　　　○　札幌市の将来火葬需要予測調査

　　　◆ 平成10年度
　　　　○　札幌市斎場整備検討委員会の設置（５月）

　　　◆ 平成11年度

　　 　 ○　札幌市斎場整備検討委員会　検討結果の報告（５月）

　　　　○　札幌市第２斎場整備基本構想の策定（３月）



■第２斎場整備運営事業の経緯②
　◆　平成12年度
　　○　第2斎場建設予定地の決定（７月）
　○　地元住民説明会（８～９月　６回開催）

　○　手稲区連合町内会連絡協議会への説明（９月）
　○ 環境アセスメント調査（秋，冬分）， 建設用地調査測量，
　　　　埋蔵文化財調査，進入路予備設計

　◆　平成13年度
　　○　環境アセスメント（春，夏分）

　　○　建設用地確定測量，地質調査
　　○　火葬場都市計画決定（２月），建設用地取得（３月）

　◆　平成14年度
　　○　進入路実施設計
　　○　進入路用地取得（２月）



■第２斎場ＰＦＩ導入の検討経緯

　◆　平成11年度

　　○　第4次札幌市長期総合計画第1次5年計画でＰＦＩ推進モデ
　　　ルとして位置付け（１月）

　　○　札幌市第２斎場整備基本構想の策定（３月）

　◆　平成12年度

　 ○　第2斎場ＰＦＩ導入検討調査
　
　◆　平成13年度

　　○　ＰＦＩ導入を前提に事業推進の基本方針（７月）
　　○　第2斎場ＰＦＩアドバイザーの選定（９月）
　　○　ＰＦＩ導入に向けた事業条件の詳細検討



■費用対効果(ＶＦＭ)分析にあたっての前提条件

市が直接実施する場合に比べて，一括発注による
効率化及び民間事業者の創意工夫により一定割合
の縮減（20％減，光熱水費等は同額）が実現する
ものとして設定

設計費，建設費，工事監
理費，管理・運営費に関
する事項

２.５％（現行の金利（国債，地方債，スワップ
　　　　 レート）状況を踏まえて設定）

割引率

加味しないこととするインフレ率

①自己資金：10％

②公的及び市中金融機関借入金：90％（償還年数
　20年，金利は現状の水準を勘案して設定）

資金調達に関する事項

①サービス購入料（設計・建設・管理・運営）
②アドバイザー費用　③モニタリング費用

④事業者からの税収（市税）を調整

財政負担額の主な内訳

前　　提　　条　　件項　　　　　目



■財政負担額の比較
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

＊１　合計額（単純）
　　　事業費用から収入分を差し引いたものを，事業期間にわたり単
　　純に合計した額（市が直接実施した場合は減債基金の運用益を，
　　ＰＦＩ事業で実施した場合は市税収入を差し引いた。）。

＊２　現在価値（リスク調整後）
　　　キャッシュフロー（現金収支）割引法により，将来のコストを
　　現在の価値に換算した上，リスク調整した額

95.9％65215,26298.9％242 22,601 ＰＦＩ事業で実施

100.0％―15,914100.0％―22,843 
市が直接実施
（ＰＳＣ）

ＰＳＣ対比差額
現在価値*2
（リスク調整後）

ＰＳＣ対比差額
合計額*1
（単純）

区　　分



■議会対応の経緯

PFI事業契約の議決　　　　２月１定本会議

落札者決定について報告　　　１１月厚生委員会

債務負担行為の議決　　　　６月２定本会議

実施方針案を報告　　　　４月厚生委員会

土地契約案件の議決平成14年３月１定本会議

PFI導入検討調査結果の報告（BOT方式の利点，従来方式との
財政負担額の比較等）

　　　　７月厚生委員会

PFIについて（導入の取組，第2斎場のPFI導入）　　　　６月２定本会議

PFI導入にあたっての課題等について平成13年３月予算特別委

コンサルへの委託業務内容，PFIによる効果，モデル事業とし
た理由等について

　　 １０月決算特別委

PFI導入の目的，参加企業の選定評価，PFI手法の具体策等　　　　９月３定本会議

建設予定地の決定を報告　　　　７月厚生委員会

第4次長期総合計画・第1次5年計画に関する質疑平成12年１月総務委員会



■ＰＦＩ事業者選定等のスケジュール①

（平成14年度）
　◆　４月８日　 　　　 ＰＦＩ事業者選定委員会の設置

　◆　４月17日 　　　 第2斎場整備運営事業実施方針の公表
　◆ ４月22日 　　　 実施方針及び要求水準書案の説明会
　◆ ４月23日～30日　　 実施方針等に対する意見・質問の受付

　◆ ５月21日 意見・質問に対する回答
　◆ ５月29日 特定事業の評価・選定，告示
　◆ ６月５日～17日 契約書案の公表，意見受付

　◆ ６月24日 市議会における債務負担行為の議決
　◆ ７月18日 　　　　 総合評価一般競争入札の告示
　◆ ７月23日　 　　　 入札説明書の交付

　◆ ８月５日　　　　　　入札説明会
　◆ ８月６日～９日　　　入札説明書に対する質問の受付
　◆ ８月７日　　　　　　現地見学会



■ＰＦＩ事業者選定等のスケジュール②

　（平成14年度）
　◆　８月27日　　 　　　 質問に対する回答

　◆　10月１日～４日　　 入札書・提案書の提出
　◆　10月４日　　 　　 入札書の開札（入札価格非公表）
　◆　10月下旬～11月中旬 事業者選定委員会による提案書審査

　◆　11月18日　　　　　　事業者選定委員会による優秀提案選定
　◆ 　　〃　　　　　　　 市による落札者の決定，基本協定の締結
　◆　12月27日 　　　　　 落札者が設立したSPCと仮契約締結

　◆　２月21日　　　　　　契約議案の議決，本契約締結　
　
　（平成15年度）

　◆　５月20日　　　　　　 関係者協議会に関する規約の制定及び
　　　　 覚書の締結
　◆　９月30日　　　　 　 融資金融団との直接協定の締結



■第2斎場ＰＦＩ事業の特色
　
　①　実施方針の公表前に，寡占市場である火葬炉企業の参画要件に　
　　ついて民間企業から意見を聴取。
　②　事業者に融資する金融機関の監視機能を期待し，ＢＯＴを採用。

　③　ＰＦＩ事業者の経営努力によって収益（火葬件数）を上げられな
　　い施設であることから，需要リスクは公共側（本市）が負担。
　④　要求水準書案に対する民間事業者の意見聴取の結果，火葬炉仕様
　　の提案の自由度を拡大。
　⑤　毎年度，公認会計士による監査を義務付け。

　⑥　契約終了時から一年間の瑕疵担保責任を課している。そのため，
　　ＳＰＣは，契約終了時から５４０日を経過するまでは解散できない
　　旨規定。　
　⑦　契約締結後においても，ＳＰＣとの設計協議，融資金融機関との
　　ＤＡ協議などに関するアドバイザリー業務を専門機関に委託。など



■総合評価一般競争入札の実施

　■札幌市第2斎場整備運営事業者選定委員会の設置

　　委員長　 宮　脇　　　淳　（北海道大学大学院法学研究科　教授）

　　委　員 絵　内　正　道　（北海道大学大学院工学研究科　教授）
　　委　員 鎌　田　清　子　（北海道文教大学　教授）
　　委　員 下　川　哲　央　（小樽商科大学　教授）

　　委　員 竹　澤　康　子　（東洋大学経済学部　教授）
　　委　員 田　中　信　壽 （北海道大学大学院工学研究科　教授）
　

　　◆　６名の委員は全て外部委員。
　　◆　委員には入札者名を優秀提案決定時まで非開示。
　　◆　評価点項目を７１項目に細分し，点数化。

　　◆　実施方針公表から落札者決定までに計６回の委員会を開催。



■入札参加に関する条件等

①　設計・建設・維持管理・運営・火葬炉企業等で構成するグループ。
　　ただし，火葬炉企業は構成員としないことを認める。
②　落札者グループは，仮契約時までに特別目的会社（ＳＰＣ）を設立。
③　出資企業は構成員となる必要があり，代表企業に出資の義務付け。

特別目的会社
（SPC ）
特別目的会社
（SPC）

構成員
（代表企業）

構成員

構成員

協力企業

出資

出資

出資

業務委託契約

出資者

入札参加者
のグループ

構成員



■落札者決定のフロー

1　資格審査1　資格審査

２　入札価格審査２　入札価格審査

３　事業計画提案審査３　事業計画提案審査

４　総合評価４　総合評価

５　落札者決定５　落札者決定

失格失格

失格失格

必須項目の確認必須項目の確認

評価点項目の評価評価点項目の評価

失格失格



■入札価格と事業計画提案の配点

１００　合　　　　計

１０　安定的な資金調達など９項目資金収支計画

１５　運営計画の妥当性など１２項目運営計画

５　建物の維持管理計画など２項目維持管理計画

１０　火葬機能の高さなど１５項目施設計画（火葬炉）

２０　配置・外構計画など３３項目施設計画(建築・設備) 

４０　入札価格

配　点項　　　　目



■入札参加者（５グループ）

【構 成 員】㈱山下設計，岩田建設㈱，㈱炉研，北菱産業㈱，札幌 グランド
　　　　　　ホテルサービス㈱，㈱北海道ジェイ・アール 商事，芙蓉総合リ

　　　　　　ース㈱

【代表企業】東亜建設工業㈱

Eグループ

【協力企業】㈱炉研

【構 成 員】㈱久米設計，鹿島建設㈱，丸彦渡辺建設㈱，日本管財 ㈱，

　　　　　　㈱東洋実業

【代表企業】ダイヤモンドリース㈱

Dグループ

【構 成 員】 ㈱日本設計，㈱創建社，㈱地崎工業，北ガス建設㈱，池田煖房
　　　　　 工業㈱，富士建設工業㈱，㈱ベルックス，札幌自動車㈱

【代表企業】西松建設㈱

Cグループ

【構 成 員】岩倉建設㈱，楢崎産業㈱，太陽築炉工業㈱，大木リフォーム㈱

【代表企業】大木建設㈱
Bグループ

【構 成 員】㈱北海道岡設計，㈱石本建築事務所，大成建設㈱，伊藤組土建
　　　　　 ㈱，㈱宮本工業所

【代表企業】北電興業㈱

Aグループ



■総合評価の審査結果

１４３２５順　位

８０．４７５．１７６．６７８．６７２．４１００得点合計

４２．１３９．３３６．６３９．６３５．７６０評価点項目

３８．３３５．８４０．０３９．０３６．７４０入札価格

ＥＤＣＢＡ配　点項　目



■落札提案の特長

　①　省エネルギー対策として，敷地内の雪を利用した雪冷房システ　
　　ムや外断熱工法の採用。
　
　②　高齢の方や障がいのある方などに配慮したバリアフリー化とユ　
　　ニバーサルデザインを積極的に採用。

　
　③　手稲山などの眺望に優れた南側に待合ロビーや会葬者控室を配置。
　

　④　敷地周辺の緑化に努め，周辺環境に配慮している。
　
　⑤　建築・電気設備・機械設備に対する具体的かつ有効な修繕計画　
　　の策定。　など



■外観透視図



■今後の予定

　（平成15年度以降）
　◆　平成15年度

○　PFI事業者との設計協議（基本・実施設計）
　 ○　融資金融機関との直接協定の協議，締結（9/30締結）
　

　
◆　平成16年度　～　平成17年度
○　工事着手（建築，設備，火葬炉，造成等）

　　　
◆　平成18年度　～　平成37年度
○　ＰＦＩ事業者による第2斎場の管理運営

　 　 （平成18年4月1日供用開始予定）
　　　　　
◆　事業終了

　 ○　施設，備品の所有権移転
　　　 （平成38年3月31日契約終了）



■今後の本市のＰＦＩに対する取組み

　◆　現在，市営住宅，学校等を対象候補とし，ＰＦＩ手法をケース　
　　スタディすることによって，概算のＶＦＭ算定を行っている段階。
　　　当該調査結果を踏まえて，２号案件の検討に向けた作業を行う。


